
コロナ患者「一律に 10 日間療養」に疑問 診察の現場で女医が思うこと〈dot.〉 

8/24(水)アエラー 

日々の生活のなかでちょっと気になる出来事やニュースを、女性医師が医療や健康の面か

ら解説するコラム「ちょっとだけ医見手帖」。今回は

「コロナ患者への対応の疑問」について、NPO法人医

療ガバナンス研究所の内科医・山本佳奈医師が「医

見」します。 

新型コロナウイルス感染症（以下、コロナ）の今年

の夏の流行（第 7波）は、ようやくピークアウトを

迎えたようです。Our world in dataによると、8月

10日ごろを境に、コロナの新規感染者数は減少傾向

に転じています。 

 勤務先のクリニックでは、発熱や風邪症状を訴え

て受診する人が後を絶ちません。しかしながら、予

約なしで受診された方が待合室に入りきれずに溢れ

てしまった 7月中旬と比べれば、8月に入って受診者数も実施する PCR検査数も減ってき

ていました。ですから、8月中旬に認めたコロナの新規感染者数の減少は、診療する上で

の肌感覚を一致しているように思います。 

 とはいえ、検査をすれば 7割ほどで陽性を認める状況は続いています。新型コロナウイ

ルス感染症は現在「新型インフルエンザ等感染症」に指定されており、感染症の中でも上

から 2番目に危険度が高い結核や重症呼吸器症候群、鳥インフルエンザなどの 2類感染症

と同等の「2類相当」として扱われています。そのため、感染症法に基づいて入院勧告や

就業規制、医療費の公費負担、外出の自粛要請など様々な措置を講じることができます。 

 また、コロナを診断した医師は「発生届」を直ちに保健所に提出しなければならないこ

とが定められています。患者さんの個人情報に加えて、職業、コロナワクチン接種の有無

や種類・接種日、症状、検査日や診断日、重症化リスクの有無など記入すべき事項がたく

さんありました。先月ごろから発生届への記入項目は半分ほどに減ったものの、毎日 30

枚から多い日には 50枚近くも記入する必要があります。診療に支障をきたさぬようにこ

の事務的な作業をこなすためには、昼休みを短縮するか勤務の開始より早く出勤しなけれ

ばならず、負担になってしまっていると感じざるを得ません。 

事務的な処理を含むコロナに関連した業務の増加は、医師だけでなく看護師や事務スタッ

フにも負担になっているようです。これまでにもクリニックに勤務するスタッフがコロナ

に罹患することはあったのですが、8月になり、体調不良を訴えるスタッフが増えまし

た。誰かがコロナ罹患から復帰したと思ったら、また他の誰かがコロナに罹患してしまう

ような有様で、保健所の指示に従い 10日間も自宅療養しないといけないため、残りのス

タッフで仕事を回すことになり、更なる負担となっているように感じます。 

 医師もコロナに罹患しないわけではありません。医師がコロナと診断された場合、代診

を探すのがとても大変なようです。診療時間を短縮し、代理の先生が見つからない日は止

むを得ず休診することもあります。コロナと診断されれば、一律に 10 日間も療養しない

といけない今の措置には、限界があるように感じます。 



 クリニックを受診される多くの方はコロナを心配し、PCR検査の実施をご希望されま

す。しかしながら、「体調が悪いから薬が欲しい。でも、コロナ陽性になったら仕事に行

けなくなり困るので、検査はしない」とおっしゃる方が少なからずいらっしゃるのも大変

よくわかります。 

 まだ後期研修医だった頃、「インフルエンザになっても、多少体調が悪くても、休まず

診療しろ」と上司に言われたことを覚えています。医師になってからインフルエンザには

罹患していませんが、代診をお願いするのは大変なため、よっぽど体調が悪くなければイ

ンフルエンザの検査をすることはありません。コロナの検査も同じです。 

 幸い、コロナのパンデミックになってから体調を大きく崩すこともなく勤務することが

できています。少し体調が悪いなと感じたことが数回あり、購入しておいた迅速抗原検査

を念の為に行うも「陰性」でした。毎日たくさんの PCR検査や抗原検査を行っており、

「いつかコロナになるだろう」と覚悟する日々です。 

コロナパンデミックが宣言されてから、もう 2年以上コロナ疑いの患者さんをたくさん診

療してきましたが、呈する症状も重症度も個人差があり、回復するまでに要する期間も人

それぞれです。米国疾病対策予防センター（CDC）は、コロナが確認された患者は、自主

的に少なくとも丸 5日間、自宅療養し、他の人から隔離すべきであるが、強制的に隔離さ

れるわけではないとしています。イギリスでは、国民保健サービス（NHS）が COVID－19

に感染した場合の対応についてのガイドラインを発表しており、それによると、コロナに

感染した患者は自主的に自宅に隔離し、症状が悪化した場合は医師の診断を仰ぐべきだと

言います。 

 一方、日本では一律に 10 日間の療養期間を求める措置が講じられています。数日で回

復する人もいれば、「隔離期間は過ぎたけれど、まだ咳が続く」など、10日たってもスッ

キリ回復せず症状が続く方も、もちろんいらっしゃいます。何度考えても、「一律に 10日

間療養しなければならない」という理由が私にはわかりません。 

 コロナに罹患することは、「教育を受ける権利」も侵害しているようです。東京大学の

教養学部 2年の杉浦蒼大さんは、今年の 5月にコロナを罹患。彼によると、ある一つの必

修科目で、コロナ療養後に欠席連絡をするも受理されず、コロナ罹患中に休まざるを得な

かった講義や課題への補講対応が認められないまま単位を取得することができず、留年と

なってしまったといいます。そんな大学の対応に対し、異議申し立てをおこなったとこ

ろ、成績表の点数が元の点数から 17点も減点され、大学からは「補講対応に関わらず、

単位不認定である」との返答があったのです。 

 大学側は「欠席当日の夕方に大学のサイトにアクセスした形跡があることから、杉浦さ

んにコロナ感染による重篤な症状があったとは認めがたい」と主張しています。彼の欠席

連絡の不備を指摘し、療養後に彼が提出した「コロナ感染の診断書」を認めず、救済措置

を一切行わなかったのです。説明もなく成績の引き下げ、その理由を聞きたいという彼の

願いにも応じませんでした。（ちなみに、成績変更の理由が「教員による成績入力ミス」

によるものであったことが、取材により明らかになったということです。） 

 コロナに罹患したことで補修を受けられず、また単位が取得できず、留年になってしま

ったという学生は彼だけではないでしょう。コロナにならないようにと、部屋から一切出

ることなく日常生活を送ることは困難であり、日常生活を送っていれば、誰にもコロナに



感染するリスクはあります。「2類相当」の扱いがなされているコロナに罹患し、10日間

の療養期間を求める措置に応じた後に診断書を提出するも、補修や補講が受けられず、単

位を落とし留年してしまう現状は、学生が「教育を受ける権利」を侵されると言わざるを

得ません。 

 コロナを「2類相当」として扱うのであれば、一律に 10日間の療養期間を求める措置

を強制するだけで終わるのではなく、それによって生じた影響にも目を向けるべきです。

それが出来ないのであれば、「2類相当」として扱いながら「コロナとの共存」を模索す

るという矛盾した対応はやめるべきなのではないでしょうか。 
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